




































































2023年１月期を評価対象期間として全取締役８名に対し、

実効性の評価アンケートを配布し、その回答の集計結果

をもとに取締役会において課題や今後の取り組みについて

協議いたしました。

全部で31項目について実効性の評価アンケートを行い

ました。

アンケートにおいては、取締役からの自由なコメントと

段階評価による取締役会自己評価を依頼いたしました。

実施したアンケートの概要については以下の通りです。

(1) 取締役会の構成について

(2) 取締役会の運営について

(3) 取締役会の議題について

(4) 取締役会を支える体制について

(5) 株主等への対応について

上記による評価の結果、当社取締役会は上記評価項目

について概ね適切に機能しており、取締役会の実効性

は確保されていることを確認いたしました。

指名・報酬委員会において、代表取締役、取締役等の役員

に関する要件、資質及び教育の基本方針を審議項目の

中心に議論、取締役会への答申を実施し、継続的な議論

が必要であることを確認できました。

また、中期経営計画、リスク管理等の取締役会の重要

議題については、中長期戦略を議論するとともに各施策

の進捗状況を適切に監督していくことが必要であること

を確認しました。

当社取締役会は、今回の実効性評価結果に基づく課題に

対して、取締役会の更なる実効性向上のために必要な

取り組みを実施し、改善に努めてまいります。 

評価方法・プロセス

評価項目

分析・評価結果の概要

今後の対応

当社は、コーポレートガバナンス・コードに基づき、取締役会のより一層の機能を向上させることを目的とし
て、取締役会の実効性に関する分析・評価を実施しております。
2023年１月期の分析・評価について、その結果の概要は下記の通りです。

取締役会の実効性に関する分析・評価

コーポレート・ガバナンス
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主要なリスクの概要と対応策

内部統制システムの整備の状況

当社では、各種リスクを統括管理するための体制を明確にし、経営上のリスクを分類・定義し、リスクの種類
毎に担当部門がリスクの状況を把握・分析等を行い、コンプライアンス・リスク管理会議によって、各種のリ
スクを統括管理する体制を整備しており、リスクの種類毎の管理及び対策はコンプライアンス・リスク管理
会議にて明確にし、管理しております。（右表参照） 

当社は、取締役会において、内部統制システムの基本方針を定め、当該方針に基づく内部統制システムの
整備を実施しております。

代表取締役を議長とするコンプライアンス・リスク管理会議を設置し、法令及び定款遵守

の周知徹底と実行を図る体制を構築しております。

取締役及び使用人その他当社の業務に従事する者を対象とした内部通報制度を整備し

ております。その制度では守秘義務を負う通報委員会を通報先とし、通報者に対する不利

益な取扱いを禁止し、法令等違反行為を未然に防止または速やかに認識するための実

効性を確保しております。

他の業務執行部門から独立した内部監査室による内部監査を実施しており、内部監査を

通じて各部門の内部管理体制の適切性・有効性を検証し、その改善を促すことにより、使

用人の職務執行の適法性を確保しております。

コンプライアンス・
リスク管理会議

内部通報制度

内部監査室による
内部監査

ガバナンス リスクマネジメント／コンプライアンス
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リスク 内容 対応策

製造業の
業績動向に関する

リスク

当社は製造業を主要顧客とし、主にその設計開発部門に技術者を派遣し
ております。それら主要顧客が、事業を展開する国や地域で景気後退等
の影響を受け、設備投資、研究開発を削減し、外部技術者の活用を減少さ
せるリスクがあります。当社の売上構成比率が高い自動車関連メーカー
において、事業環境等に著しい変化が生じるリスクがあります。

特定業種・特定の企業動向に左右されない安定した収益確保に
対応した顧客基盤の構築を課題とし、業種ローテーション、新規
開拓営業等を強化します。

同業他社との
競合に関する

リスク

当社が属する技術者派遣業界が市場縮小や新規参入により、同業
他社との競争が激化し、価格競争に陥るリスクがあります。

技術者単価の上昇が見込まれる上流の業務領域への技術者の配
属促進を目的に、分野ごとにセグメント化した教育プログラムや
研修カリキュラムを組み、全技術者のレベルアップを推進します。

教育研修の
効果に関する

リスク

研修の効果が想定通りに表れず、顧客評価が技術者単価の上昇
に寄与しないリスク、顧客の要望を充足できずクレームが生じる
リスクがあります。

長年積み重ねた経験により構築した一般・社外実務・基礎・応用・
キャリア研修の実施により、技術者のスキルアップを支援します。
全社員向けに能力開発セミナー、管理職者向けに人間づくり研修
を開催し、技術力・人間力の向上を図ります。

適切な派遣先の
確保に関する

リスク

当社は、派遣先の確保・拡大に努めておりますが、技術者に対して、
適切な派遣先が見つからず、技術者単価、稼働率の維持・向上に
寄与しないリスクがあります。

新規開拓営業力の強化を図り、Web会議ツールも活用し、顧客ニーズ
に応じた技術者の人選、チーム派遣、請負・受託の編成等の提案に
より、取引先を確保・拡大します。

労働工数の
規制動向に関する

リスク

当社の技術者の労働工数は、派遣先の業務状況に応じて確定いた
します。関係諸法令の改正等の影響により、長時間労働に対する是
正の動きが強まり、技術者の労働工数が大幅に減少するリスクが
あります。

労働工数が減少した場合、その減少分を補うため、技術者単価の上昇
が見込まれる上流の業務領域への技術者の配属促進を目的に、分野
ごとにセグメント化した教育プログラムや研修カリキュラムを組み、全
技術者のレベルアップを推進します。

理工系学生の
確保に関する

リスク

当社は、理工系卒の学生を重要な経営資源としており、少子化等の
影響により、理工系卒の学生人口が減少し、優秀な学生の確保が
著しく困難となるリスクがあります。

「成果報酬型の給与体系」「エリア限定制度」「社内公募制度」「転職
支援制度」等の様々な選択肢を用意し、学生に訴求します。

キャリア技術者の
確保に関する

リスク

当社は、職務経験を有する技術者を重要な経営資源としており、
製造業の設計開発の活発化による転職希望の技術者不足により、
キャリア採用競争が激化し、優秀なキャリア技術者の確保が著しく
困難となるリスクがあります。

「成果報酬型の給与体系」「エリア限定制度」「社内公募制度」「転職
支援制度」等の様々な選択肢を用意し、就業希望者に訴求します。

情報管理に関する
リスク

何らかの理由により情報が外部に流出した場合には、当社の社会的
な信用等が失墜するリスクがあります。コンピュータウイルスや不正
アクセス、自然災害等の予期せぬ事象により、システム障害等が発
生するリスクがあります。

「プライバシーマーク」を取得するなど、個人情報・機密情報その他
事業運営上知り得たすべての情報を適正に管理します。サービスの
安定供給のために適切なサイバーセキュリティ対策を実施します。

法的規制、
許認可に関する

リスク

労働者派遣法を始めとする関係諸法令等に抵触するなどして、
事業の継続に支障をきたすリスクがあります。関係諸法令が当社
事業に対して著しく不利な改定が行われるリスクがあります。

労働者派遣法及び関係諸法令等の遵守を最重要課題の一つに位置
付け、内部監査を通じた法令等の遵守状況の監視、その他会議におい
て法令等の遵守状況の定期的な確認を行うなど法令等遵守体制を整
備します。関係諸法令の改正に対して都度適切な対応を実施します。

災害事故等に
関するリスク

想定を大幅に上回る自然災害、人災及びその他災害、事故等が
発生するリスクがあります。新型コロナウイルス感染症等の感染
拡大により、当社の事業活動等に支障が生じるリスクがあります。

災害事故等に対処するため、事業継続計画（ＢＣＰ）、マニュアルを
定め、被害を軽減します。

気候変動に
関するリスク

気候変動に起因する自然災害等の影響により関連施設が被害を受け、当社の
事業活動が停止・停滞するリスクがあります。脱炭素社会への移行に向けて、炭
素税の導入や環境規制が強化された場合、顧客先のカーボンニュートラルへ
の取り組みに対する技術者要請に合致した人選ができないリスクがあります。

ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を
表明し、気候変動問題を重要課題として位置付け、持続可能な社会
を目指して、環境活動方針に基づき行動および施策を推進します。

Ｍ＆Ａに
関するリスク

資金需要及びのれんの償却等が発生する可能性があります。当該
Ｍ＆Ａが必ずしも当社の見込み通り、シナジー効果を生むとは限ら
ず、経営環境や事業の状況の著しい変化等によりそれぞれの経営
成績が想定通り進捗しないリスクがあります。

Ｍ＆Ａにあたっては、市場動向や顧客のニーズに加えて、対象企業
の財務内容や契約関係等について、詳細なデュー・ディリジェンス
を通じた事前調査を行い、十分にリスクを検討した上で決定します。

中期経営計画に
関するリスク

市場環境や経済情勢が想定を超えて劇的に変化し、事業環境の
予測が外れるリスクがあります。

事業活動の柱に「カーボンニュートラル」を据えて、採用・教育・
営業の社内体制を構築し、中期経営計画を推進します。

プライム
上場維持基準に

関するリスク

財政状態及び経営成績並びに市場環境や経済情勢によっては、
2025年１月期までにプライム市場の上場維持基準を充足できない
リスクがあります。

2025年１月期までに上場維持基準を充たすため、「流通株式比率
の引き上げ」「1株当たり当期純利益(EPS)の拡大」「株主還元の
拡大」「資本効率の向上」等の各種取り組みを推進します。

リスクマネジメント／コンプライアンス
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〈中〉

取締役（常勤監査等委員）
野村 龍一郎

〈左〉

取締役(監査等委員)
寺村 泰彦

〈右〉

取締役(監査等委員)
森井 眞一郎

ガバナンス 社外取締役インタビュー
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されます。少し細かすぎるきらいはありますが、我々

社外取締役が社内の状況を把握する上で助かって

います。また、取締役会資料は前日までには配布され、

重要案件においては、事前の取締役会で議題資料が

提示され、我々がじっくり検討する時間が確保されて

いることもありがたいです。また私は東京本社に常駐

していますが、詳細な事項は同じフロアにいる経営戦

略本部に質問することができるため、我々の監査活動

に非常に役立っています。

森井：月2回の取締役会、また四半期ごとの臨時取締役会に

より、取締役全員の意思の疎通、方針、問題点の共有

ができていると思います。

野村：人づくり、従業員の幸福、コーポレート・ガバナンス、社

会貢献を基本方針に、経営理念の実現を目指していま

す。社会的責任や環境問題をはじめとするサステナビ

リティを巡る取り組みについて、引き続き強化を期待

しています。

寺村：もともとはCSRとして主に社会貢献に取り組んでいま

したが、2022年７月、それまでのCSR推進会議をサス

テナビリティ委員会に改組し、サステナビリティ課題

への取り組みを強化しました。これまでも人財の育成、

ガバナンスの強化には力を入れていましたが、今後

さらにマテリアリティとして掲げた目標達成に向けて

進捗していくことを期待しています。

森井：カーボンニュートラルを事業活動の柱に置いて事業

計画を推進していること、またガバナンス、コンプライ

アンスの厳格化が進んでいることについて評価できる

と思います。

野村：技術者のスキルアップに向けた教育の場を提供し、技

術力、人間力の向上に努めることで、即応性を高めて

いると思います。技術者をサポートすることで社会的

な役割を担い、顧客企業の持続的な成長に貢献できる

ように活動していると評価しています。

寺村：終身雇用を主体とする日本の雇用制度が大きく変化

し、VUCAの時代ともいわれる現在、若い世代は、我々

の世代以上に自らのスキルを磨き、どのような社会環

境にも対応できるよう成長する必要があるとされてい

ます。アルトナーは、若い技術者に対し、仕事と学びの

機会を提供し、それぞれの指向性に合わせた多様な進

路を提供しています。日本の技術力の向上やリスキリ

ングの場の提供を通じて社会に貢献しているといえる

でしょう。今後は、中期経営計画で掲げている「多種多

様な人財活用」をさらに進めることで、一層の社会貢

献を果たすことができると思います。

森井：SDGsに沿って、今後もカーボンニュートラルに向けて

事業を拡大する必要があるでしょう。また、地域への

奉仕活動も重要だと思います。

野村：東証プライム市場の上場維持基準を達成すること、そ

アルトナーが社会課題に対して果たすべき役
割・貢献について、どのようにお考えですか。

アルトナーの課題は何でしょうか。
また今後のアルトナーに期待することは。

サステナビリティについては
どのように評価されていますか。

ガバナンス 社外取締役インタビュー
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して中期経営計画をクリアすることです。採用面等々

で厳しい環境にありますが、必ずや達成してくれると

期待しています。今後は電気自動車、産業用ロボット等

のさまざまな技術・サービスに貢献する人財の提供を

通じて、取引先のニーズと信頼に応え、豊かな社会の

創造に貢献してほしいと思います。

寺村：指名・報酬委員会でも議論していますが、2022年に設

立60周年を迎え、そう遠くない時期に会社の経営を次

世代につなげていくことが必要となってきます。現在

の大半の役員の方々は上場以前から当社の経営に

携わってこられた方々です。今から次世代を担う人財

を発掘し、育成していくことが必要だと思います。若い

社員の皆さんが、今後、主体的に会社を発展させてく

れることを期待したいです。

森井：取締役の高齢化や女性活用率の低さは、当社が解決

すべき課題です。また部門間の連携、情報の共有化に

改善の余地が大きいと考えています。

野村：株主をはじめとするステークホルダーとの協働によっ

て社会的責任を果たし、持続的な成長と中長期的な

企業価値向上を図らなければなりません。監査機能を

発揮し、独立性を意識して、コーポレート・ガバナンス

の実効性が確保されるよう努めてまいります。

寺村：中期経営計画がここまで順調に進捗してきましたが、

最も注意すべきは、不祥事に限らず、株主の期待を裏

切る問題の発生です。これを避けるためには、内部統

制システムがしっかりと運営され、皆が緊張感をもっ

て対応していくことが必要です。我々も精一杯努力して

いく所存です。

森井：成長・拡大する業界であり、市況も良いです。各課題・

計画に向けて全社で取り組むことで、先は明るく大い

に期待できると考えています。

最後に、それぞれのお立場から
メッセージをお願いいたします。

社外取締役インタビュー
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（2023年4月27日現在）

代表取締役社長　関
せきぐち

口 相
そうぞう

三

1964年	 12月31日生
1983年6月	 株式会社メイテック入社
1988年4月	 株式会社大阪技術センター（現当社）入社
1993年3月	 当社 取締役経営企画室長
1998年2月	 当社 取締役副社長

2002年2月	 当社 代表取締役社長（現任）
2012年2月	 当社 ハイパーアルトナー事業本部長

取締役　張
はりがえ

替 朋
とものり

則　管理本部長

1954年	 5月24日生
1978年4月	 東洋紡インテリア株式会社入社
1982年3月	 株式会社大阪技術センター（現当社）入社
1990年3月	 当社 関東事業部長
1991年3月	 当社 取締役
1993年3月	 当社 常務取締役総務部長

2007年2月	 当社 常務取締役管理本部長
2008年5月	 当社 取締役管理本部長（現任）

取締役　奥
おくさか

坂 一
か ず や

也　エンジニア事業本部長

1955年	 9月3日生
1978年4月	 株式会社大阪技術センター（現当社）入社
1993年10月	 当社 第3事業部長
2002年2月	 当社 常勤監査役
2004年4月	 当社 常務取締役人材開発部長
2007年2月	 当社 常務取締役人材開発本部長
2007年4月	 当社 常務取締役事業統括本部長

2009年3月	 当社 常務取締役能力開発本部長
2010年2月	 当社 常務取締役事業推進本部長
2011年2月	 当社 常務取締役エンジニア事業本部長
2011年4月	 当社 取締役エンジニア事業本部長
2013年2月	 当社 取締役 ヒューマンリソース事業本部長
2016年2月	 当社 取締役エンジニア事業本部長（現任）

取締役　佐
さ と う

藤 宗
そう

　経営戦略本部長 兼 エンジニアエージェンシー事業本部長

1973年	 8月14日生
1998年4月 	 日本バイエルアグロケム株式会社
	 (現バイエルクロップサイエンス株式会社)入社
2004年6月	 エーオンアフィニティー株式会社入社
2007年4月	 当社 入社／経営戦略本部長
2013年2月	 当社 経営戦略本部長 兼 
	 エンジニアエージェンシー事業本部長

2015年4月	 当社 取締役経営戦略本部長 兼
	 エンジニアエージェンシー事業本部長
2016年2月	 当社 取締役経営戦略本部長
2022年2月	 当社 取締役経営戦略本部長 兼
	 エンジニアエージェンシー事業本部長（現任）

取締役　江
え が み

上 洋
よ う じ

二　能力開発本部長

1958年	 9月26日生
1981年4月	 株式会社大阪技術センター（現当社）入社
2007年2月	 当社 人材開発本部能力開発部長
2007年4月	 当社 取締役人材開発本部長
2010年2月	 当社 取締役事業推進本部長
2011年2月	 当社 取締役ヒューマンリソース事業本部長

2013年2月	 当社 取締役エンジニア事業本部長
2016年2月	 当社 取締役ヒューマンリソース事業本部長
2022年2月	 当社 取締役能力開発本部長（現任）

取締役（監査等委員である取締役を除く。）

ガバナンス 役員一覧
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（2023年4月27日現在）

取締役（常勤監査等委員）　野
の む ら

村 龍
りゅういちろう

一 郎 　[社外][独立役員]

1956年	 2月18日生
1978年4月	 安田信託銀行株式会社
	 （現みずほ信託銀行株式会社）入行
1999年5月	 同行 錦糸町支店長
2002年4月	 同行 広島支店長
2004年4月	 同行 証券代行営業部長
2005年10月	 同行 ソリューション営業部長

2007年4月	 同行 執行役員ソリューション営業部長
2008年4月	 みずほ不動産販売株式会社専務執行役員
2016年9月	 タイヨーハウス株式会社副社長
2020年3月	 株式会社日本ユニスト顧問
2020年8月	 丸紅プライベートリート投資法人執行役員
2022年7月	 当社 取締役（監査等委員）
2023年4月	 当社 取締役（常勤監査等委員）（現任）

取締役(監査等委員)　寺
てらむら

村 泰
やすひこ

彦　[社外][独立役員]

1955年	 11月22日生
1978年4月 	 株式会社横浜銀行 入行
1997年12月	 同行 ニューヨーク支店長
2003年4月	 同行 執行役員金融市場部長
2006年4月	 同行 常務執行役員
2006年6月	 協同飼料株式会社
	 （現フィード・ワン株式会社）非常勤監査役

2007年11月	 株式会社マブチ常務取締役
2008年11月	 同社 専務取締役
2011年6月 	 相模運輸倉庫株式会社社外取締役
2018年11月	 マルチトランス株式会社代表取締役
2021年4月	 当社 取締役（常勤監査等委員）
2023年4月	 当社 取締役（監査等委員）（現任）

取締役(監査等委員)　森
も り い

井 眞
しんいちろう

一郎　[社外][独立役員]

1953年	 11月28日生
1976年3月	 タカラスタンダード株式会社 入社
2006年5月	 同社 関西直需支社長
2011年4月	 同社 執行役員関西直需支社長
2013年4月	 同社 常務執行役員関西直需支社長

2019年4月	 同社 常務執行役員関西直需支社管掌 兼
	 中部直需支店管掌
2020年6月	 同社 顧問
2021年4月	 当社 取締役（監査等委員）（現任）

監査等委員である取締役

役員のスキルマトリックス

氏名 地位／担当 企業
経営

事業
戦略

採用・
人財育成 営業 財務・

会計 ガバナンス

関口　相三 代表取締役社長 ● ● ● ● ●  

張替　朋則 取締役 管理本部長 ●   ● ● ●  

奥坂　一也 取締役 エンジニア事業本部長 ●   ● ●    

佐藤　　宗 取締役 経営戦略本部長 兼 エンジニアエージェンシー事業本部長 ● ● ●   ●  

江上　洋二 取締役 能力開発本部長 ● ● ●    

野村龍一郎 取締役（社外） 常勤監査等委員 ● ● ● ●

寺村　泰彦 取締役（社外） 監査等委員 ●   ● ●

森井眞一郎 取締役（社外） 監査等委員 ●   ●

※上記一覧表は、各取締役が有する全ての経験、知見を表すものではありません。

役員一覧

株式会社アルトナー 統合報告書2023 42



2013年 1月期 2014年 1月期 2015年 1月期 2016年 1月期 2017年 1月期 2018年 1月期 2019年 1月期 2020年 1月期 2021年 1月期 2022年 1月期 2023年 1月期

売上高 4,020 3,856 4,287 4,761 5,153 5,765 6,331 7,002 7,174 8,102 9,242

売上総利益 1,291 1,238 1,418 1,580 1,802 2,039 2,298 2,540 2,731 2,800 3,073

営業利益 290 188 336 431 553 681 785 886 887 1,010 1,194

経常利益 291 193 341 432 564 690 794 893 910 1,032 1,203

税引前当期純利益 290 192 338 427 564 690 792 893 913 1,057 1,203

当期純利益 286 118 210 276 363 480 540 613 628 728 895

営業活動によるキャッシュ・フロー 339 77 512 307 192 471 612 591 899 770 872

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3 8 △ 15 △ 3 △ 15 △ 25 △ 75 △ 42 △ 30 33 △ 24

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 199 △ 233 △ 123 △ 79 △ 105 △ 134 △ 169 △ 215 △ 232 △ 270 △ 426

フリーキャッシュフロー 336 85 497 304 177 446 537 549 869 803 848

■経営成績 (百万円)

1株当たり当期純利益 26.99 11.20 19.83 26.02 34.22 45.27 50.91 57.73 59.16 68.59 84.24

1株当たり純資産 91.15 93.67 108.51 127.78 152.10 184.81 219.59 256.77 293.93 337.14 380.96

1株当たり配当金 8.75 5.00 6.25 8.75 11.25 15.00 18.00 20.50 23.00 34.50 60.00

■1株当たり指標 (円)

自己資本比率 62.6 71.8 63.0 64.6 70.6 71.1 71.5 71.8 70.5 70.4 71.4

自己資本当期純利益率（ROE) 33.7 12.1 19.6 22.0 24.4 26.9 25.2 24.2 21.5 21.7 23.5

総資産経常利益率（ROA） 20.1 13.2 21.2 22.0 25.7 27.3 26.3 25.3 22.1 21.7 22.4

売上総利益率 32.1 32.1 33.1 33.2 35.0 35.4 36.3 36.3 38.1 34.6 33.3

営業利益率 7.2 4.9 7.9 9.1 10.7 11.8 12.4 12.7 12.4 12.5 12.9

■経営指標 (％)

総資産 1,547 1,385 1,830 2,102 2,289 2,763 3,264 3,801 4,432 5,088 5,673

純資産 968 995 1,153 1,357 1,616 1,963 2,333 2,728 3,123 3,582 4,047

■財政状態 (百万円)

※「1株当たり当期純利益」「1株当たり純資産」「1株当たり配当金」は
　次の通り実施した株式分割に伴う影響を加味して遡及修正をしております。
　2017年2月1日(1株を2株に分割)、2018年4月1日（1株を2株に分割）

データセクション 11年間の主要財務データの推移

株式会社アルトナー 統合報告書202343



2013年 1月期 2014年 1月期 2015年 1月期 2016年 1月期 2017年 1月期 2018年 1月期 2019年 1月期 2020年 1月期 2021年 1月期 2022年 1月期 2023年 1月期

売上高 4,020 3,856 4,287 4,761 5,153 5,765 6,331 7,002 7,174 8,102 9,242

売上総利益 1,291 1,238 1,418 1,580 1,802 2,039 2,298 2,540 2,731 2,800 3,073

営業利益 290 188 336 431 553 681 785 886 887 1,010 1,194

経常利益 291 193 341 432 564 690 794 893 910 1,032 1,203

税引前当期純利益 290 192 338 427 564 690 792 893 913 1,057 1,203

当期純利益 286 118 210 276 363 480 540 613 628 728 895

営業活動によるキャッシュ・フロー 339 77 512 307 192 471 612 591 899 770 872

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3 8 △ 15 △ 3 △ 15 △ 25 △ 75 △ 42 △ 30 33 △ 24

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 199 △ 233 △ 123 △ 79 △ 105 △ 134 △ 169 △ 215 △ 232 △ 270 △ 426

フリーキャッシュフロー 336 85 497 304 177 446 537 549 869 803 848

1株当たり当期純利益 26.99 11.20 19.83 26.02 34.22 45.27 50.91 57.73 59.16 68.59 84.24

1株当たり純資産 91.15 93.67 108.51 127.78 152.10 184.81 219.59 256.77 293.93 337.14 380.96

1株当たり配当金 8.75 5.00 6.25 8.75 11.25 15.00 18.00 20.50 23.00 34.50 60.00

自己資本比率 62.6 71.8 63.0 64.6 70.6 71.1 71.5 71.8 70.5 70.4 71.4

自己資本当期純利益率（ROE) 33.7 12.1 19.6 22.0 24.4 26.9 25.2 24.2 21.5 21.7 23.5

総資産経常利益率（ROA） 20.1 13.2 21.2 22.0 25.7 27.3 26.3 25.3 22.1 21.7 22.4

売上総利益率 32.1 32.1 33.1 33.2 35.0 35.4 36.3 36.3 38.1 34.6 33.3

営業利益率 7.2 4.9 7.9 9.1 10.7 11.8 12.4 12.7 12.4 12.5 12.9

総資産 1,547 1,385 1,830 2,102 2,289 2,763 3,264 3,801 4,432 5,088 5,673

純資産 968 995 1,153 1,357 1,616 1,963 2,333 2,728 3,123 3,582 4,047

※「1株当たり当期純利益」「1株当たり純資産」「1株当たり配当金」は
　次の通り実施した株式分割に伴う影響を加味して遡及修正をしております。
　2017年2月1日(1株を2株に分割)、2018年4月1日（1株を2株に分割）

11年間の主要財務データの推移
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貸借対照表

前事業年度
(2022年１月31日)

当事業年度
(2023年１月31日)

資産の部
流動資産

　現金及び預金 3,554,199 3,975,881

　売掛金 1,011,154 1,129,522

　仕掛品 950 4,099

　原材料及び貯蔵品 3,637 3,689

　前払費用 31,293 30,788

　未収入金 1,336 365

　その他 19,081 23,610

　貸倒引当金 △ 6,000 △ 6,700

　流動資産合計 4,615,653 5,161,256

固定資産

　有形固定資産

　　建物 108,238 109,981

　　　減価償却累計額 △ 68,732 △ 72,934

　　　建物（純額） 39,505 37,046

　　構築物 1,172 1,172

　　　減価償却累計額 △ 1,172 △ 1,172

　　　構築物（純額） 0 0

　　工具、器具及び備品 47,567 51,188

　　　減価償却累計額 △ 30,326 △ 33,494

　　　工具、器具及び備品（純額） 17,240 17,693

　　土地 25,685 25,685

　　有形固定資産合計 82,431 80,424

　無形固定資産

　　ソフトウェア 35,489 25,715

　　電話加入権 1,654 1,654

　　無形固定資産合計 37,143 27,370

　投資その他の資産

　　投資有価証券 8,805 10,099

　　出資金 1,250 1,250

　　長期前払費用 1,150 563

　　繰延税金資産 256,431 296,162

　　敷金及び保証金 84,959 94,876

　　その他 1,159 1,185

　　投資その他の資産合計 353,755 404,137

　固定資産合計 473,330 511,932

資産合計 5,088,983 5,673,188

（単位:千円）

データセクション 財務諸表
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前事業年度
(2022年１月31日)

当事業年度
(2023年１月31日)

負債の部
流動負債

　未払金 255,536 279,675

　未払費用 74,585 82,074

　未払法人税等 232,197 179,813

　未払消費税等 203,266 221,798

　預り金 15,255 17,700

　前受収益 37 37

　賞与引当金 141,450 165,195

　その他 4,875 7,290

　流動負債合計 927,204 953,585

固定負債

　退職給付引当金 579,533 671,645

　固定負債合計 579,533 671,645

負債合計 1,506,737 1,625,230

純資産の部
株主資本

　資本金 238,284 238,284

　資本剰余金

　　資本準備金 168,323 168,323

　　資本剰余金合計 168,323 168,323

　利益剰余金

　　利益準備金 10,460 10,460

　　その他利益剰余金

　　　別途積立金 40,000 40,000

　　　繰越利益剰余金 3,120,984 3,585,798

　　利益剰余金合計 3,171,444 3,636,258

　自己株式 △ 739 △ 739

　株主資本合計 3,577,312 4,042,126

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金 4,933 5,832

　評価・換算差額等合計 4,933 5,832

純資産合計 3,582,246 4,047,958

負債純資産合計 5,088,983 5,673,188

（単位:千円）

財務諸表
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損益計算書

前事業年度
自  2021年２月 １日
至  2022年１月31日

当事業年度
自  2022年２月 １日
至  2023年１月31日

売上高 8,102,991 9,242,360

売上原価 5,302,936 6,168,503

売上総利益 2,800,055 3,073,856

販売費及び一般管理費 1,789,646  1,879,747

営業利益 1,010,409 1,194,108

営業外収益

　受取利息 1 1

　受取配当金 281 284

　受取手数料 593 574

　研修教材料 625 593

　受取地代家賃 650 408

　保険配当金 6,048 6,870

　助成金収入 14,794 594

　その他 1,287 1,130

　営業外収益合計 24,283 10,457

営業外費用

　支払利息 98 130

　解約違約金 2,025 1,330

　その他 227 49

　営業外費用合計 2,351 1,511

経常利益 1,032,341 1,203,054

特別利益

　固定資産売却益 25,523 －

　特別利益合計 25,523 －

特別損失

　固定資産除却損 78 0

　特別損失合計 78 0

税引前当期純利益 1,057,786 1,203,054

法人税、住民税及び事業税 368,774 348,034

法人税等調整額 △ 39,773 △ 40,127

法人税等合計 329,000 307,906

当期純利益 728,785 895,148

（単位:千円）

（　　　　　）（　　　　　）

データセクション 財務諸表
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キャッシュ・フロー計算書

前事業年度
自  2021年２月 １日
至  2022年１月31日

当事業年度
自  2022年２月 １日
至  2023年１月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 1,057,786 1,203,054

　減価償却費 28,675 25,922

　貸倒引当金の増減額 （△は減少） 700 700

　賞与引当金の増減額 （△は減少） 24,663 23,745

　退職給付引当金の増減額 （△は減少） 75,490 92,111

　受取利息及び受取配当金 △ 282 △ 285

　支払利息 98 130

　固定資産売却益 △ 25,523 －

　固定資産除却損 78 0

　未収入金の増減額 （△は増加） 	 △ 76 970

　売上債権の増減額 （△は増加） △ 115,227 △ 118,368

　棚卸資産の増減額 （△は増加） 787 △ 3,200

　未払消費税等の増減額 （△は減少） 19,695 18,531

　未払金の増減額 （△は減少） 90,675 24,139

　その他 △ 65,967 4,945

　小計 1,091,572 1,272,396

　利息及び配当金の受取額 282 285

　利息の支払額 △ 98 △ 130

　法人税等の支払額 △ 320,821 △ 399,953

　営業活動によるキャッシュ・フロー 770,935 872,598

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 4,015 △ 7,042

　有形固定資産の売却による収入 43,779 －

　無形固定資産の取得による支出 △ 6,248 △ 7,099

　敷金及び保証金の差入による支出 △ 144 △ 10,154

　敷金及び保証金の回収による収入 298 238

　その他 △ 26 △ 26

　投資活動によるキャッシュ・フロー 33,643 △ 24,085

財務活動によるキャッシュ・フロー

　配当金の支払額 △ 270,037 △ 426,831

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 270,037 △ 426,831

現金及び現金同等物の増減額 （△は減少） 534,541 421,681

現金及び現金同等物の期首残高 3,019,657 3,554,199

現金及び現金同等物の期末残高 3,554,199 3,975,881

（単位:千円）

（　　　　　）（　　　　　）

財務諸表

株式会社アルトナー 統合報告書2023 48



決算期 1月31日

定時株主総会 4月中

剰余金の
配当の基準日

1月31日
7月31日（中間配当を行う場合）

1単元の株式数 100株

発行可能株式総数 36,000,000株

発行済株式数 10,627,920株

流通株式数 74,096単位

株主数 11,595人

株主名簿管理人 〒100-8212
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

株式情報

大株主の状況

所有者別の株式分布

※発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合

氏名または名称
所有株式数

（株）
割合

（％）※

株式会社関口興業社 2,126,000 20.00

アルトナー従業員持株会 996,648 9.37

大阪中小企業投資育成株式会社 480,000 4.51

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 430,300 4.04

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND (PRINCIPAL ALL 
SECTOR SUBPORTFOLIO)（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行）

246,895 2.32

STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 
OM02 505002（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

180,000 1.69

張替 朋則 140,840 1.32

JPモルガン証券株式会社 129,447 1.21

奥坂 一也 115,380 1.08

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

111,459 1.04

計 4,956,969 46.65

（2023年1月31日現在）

その他法人
26.45

所有者別の
株式分布
（％）

金融機関
 7.12

外国法人等
9.01

金融商品
取引業者
 2.89

個人・その他
54.52

自己名義株式 
0.02

データセクション 企業データ
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編 集 方 針

発行 : 2023年6月
対象期間 : 	2022年2月1日～2023年1月31日
(一部、対象期間以前、もしくは以降の活動内容も
含まれます。)

お問い合わせ先
株式会社アルトナー経営戦略本部IR・PRグループ
TEL : 0570-00-2163
https://www.artner.co.jp/

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に
関する記述は、当社が現在入手している情報及び
合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、その達成を当社として約束する趣旨のもの
ではありません。
また、実際の業績等は様々な要因により大きく
異なる可能性があります。

『IRメール配信』サービス

Eメールアドレスをご登録いただいた方に
「投資家情報(IR)」の更新、決算、ニュース
リリース、その他、重要事項の最新情報をE
メールにて配信いたします（無料）。
下記URLまたはQRコードからWebサイトに
アクセスしてご登録ください。
https://www.artner.co.jp/ir/other/mail

◁
QRコードから
アクセス

名称  
株式会社アルトナー
(英訳名：ARTNER CO., LTD.)

設立 1962年9月18日（昭和37年9月18日）

代表者 代表取締役社長　関口 相三

株式
東京証券取引所プライム市場 

（証券コード：2163）

株主総会 大阪にて開催

資本金 2億3,828万4,320円

本社

東京本社
〒222-0033 横浜市港北区新横浜2-5-5
住友不動産新横浜ビル5F

大阪本社
〒530-0005 大阪市北区中之島3-2-18
住友中之島ビル2F

事業拠点 横浜／大阪／宇都宮／名古屋

研修拠点（LC） 東日本／西日本

事業内容

1. ソフトウェア
2. 電気・電子
3. 機械
上記分野の基礎研究、設計開発、
及び開発技術等の周辺業務

社員数 1,276人

許可番号
労働者派遣事業（派27－020513）
有料職業紹介事業（27－ユ－020355）

会社概要　（2023年1月31日現在）

企業データ
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